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研究成果の概要（和文）：　環境法総論を構築するという場合、１）環境法学の体系（実体法のシステムの体系
化），２）解釈論（合理的な解釈方法の確立），３）立法論（制度設計に役立つ立法政策論の重視）」という3
つを総合した「環境法総論」を構築することが必要であろう。また、各論研究や具体的な法システムの提案に資
することを意図して、各論研究を深めたり、具体的な法システムの提案をすることができるように、日本の環境
法および環境法学の成果を抽出・統合・一般化するような環境法総論を構築することも必要であろう。

研究成果の概要（英文）：　In the case of constructing general theories of environmental law, it is 
necessary to consider about 1) the system of environmental law (systematization of the system of 
substantive law), 2) the theory of interpretation (establishing a rational interpretation method), 
3) the theory of legislation (legislation useful in practice). In addition, it is necessary to 
deepen the research of each theory.

研究分野：環境法

キーワード： 環境法総論　解釈論　立法論

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　環境法の体系をきちんと押さえたうえで、解釈論および立法論に役立つような法理論を構築することで、実務
に役立つ（ひいては、環境問題を解決できる）ような、いわば「指南書」のようなものを構築することができる
はずであり、そこに、学術的意義あるいは社会的意義を見いだすことができるのではないかと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
 最近では、北村喜宣『環境法』（弘文堂）、大塚直『環境法』（有斐閣）をはじめとして、素晴
らしい環境法に関する書籍が多数出版されるようになっている。 
 しかし、現在出版されている多くの環境法の書籍では、環境法の各論部分については、環境基
本法や環境影響評価法などの個別法に関して詳細な検討が行われている一方で、環境法の総論
については、日本の環境法および環境法学の成果を抽出・統合・一般化するような理論が構築さ
れているとは必ずしも言えない状況にある。 
 そのため、環境法の体系をきちんと押さえたうえで、解釈論および立法論に役立つような環境
法総論の法理論を構築することで、実務に役立つ（ひいては、環境問題を解決できる）ような、
いわば「指南書」のような環境法総論を構築することが求められている。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、解釈論及び立法論に資するような１）環境法学の体系、２）解釈論、３）立法論の
の 3つを総合した「環境法総論」を構築することを目的とするものであるが、 具体的には、１）
環境法学の体系（実体法システムの体系化）、２）解釈論（合理的な解釈方法の確立）、３）立法
論（制度設計に役立つ立法政策論の確立）、という 3つの視点から検討するとともに、これら 3
つを総合した「包括的な環境法総論」を構築することを模索するものである。 
 法律学の世界においては、従来、解釈論こそが法律論であるという風潮が強かったわけである
が、解釈論が論じられるのは、法律に明確性が欠けているからである。そして、現実に起こって
いる環境問題を解決するためには、法律を改正する方が有効であることが少なくない。そのため、
立法論を充実させることが必要であり、環境法総論を構築するという場合も、立法論に資するよ
うな理論を構築することが求められているはずであり、本研究も、とりわけ立法論に資するよう
な環境法総論を構築することを狙いとしている。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、解釈論及び立法論に資するような１）環境法学の体系、２）解釈論、３）立法論の
3つを総合した「環境法総論」を構築することを目的とするものであるが、当該目的を達成する
ために、本研究は、(1) 既存の法システムの趣旨や意味を探求する「解釈法学研究」、(2) 新し
い法システムを設計する「政策法学研究」のほかに、(3)法制度の法過程や規制過程に関する体
系的な実証研究をする「法社会学研究」を実施するものである。 
 環境法総論について検討するにあたっては、そもそも「なぜ環境法が必要とされるのか」とい
う「環境法の存在理由」あるいは「環境法の役割」について改めて検討する必要もある。 
 次に、環境法は、「持続可能な発展」と「環境公益の実現」を究極的な目標としているといえ
ようが、これら 2つの目的を実現するうえで要求される「環境法の基本的な考え方」について検
討する必要もある。環境法の基本的な考え方としては、具体的には、「汚染者支払い原則」「拡大
生産者責任」「未然防止アプローチ」「予防アプローチ」「行政の環境配慮」などのほか、考慮す
べき事項として、「次世代の権利」自然の権利」「世代間の公平」「合理的意思決定の要請」など
についても検討する必要がある。 
 また、環境法は、１）誰が（＝主体）、２）何のために（＝目的）、３）何に対して（＝対象）、
４）何を（＝内容）、５）どのようにして（＝仕組み、手法、手段）という構成部分に分けるこ
とができるが、このような「個別環境法の基本構造」について検討する必要もある。とりわけ、
「目的と戦略」「規制対象」「規制内容」「規制の仕組み（手法）」について検討することで、各論
研究や具体的な法システムの提案に資することができる。 
 以上、「環境法の存在理由」「環境法の基本的な考え方」「個別環境法の基本構造」を踏まえた
うえで、これらを「環境法総論」の中にどのように位置づけることができるのかという問題につ
いても検討する必要がある。環境法総論を構築するという場合、「解釈論」に資するだけの環境
法総論を構築するのでは不十分であり、「立法論」にも資するような環境法総論を構築する必要
がある。日本の環境法および環境法学の成果を抽出・統合・一般化するような理論を構築するよ
うな環境法総論を構築する必要がある。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究は、最終的には、効果的な環境法総論について検討するものであるが、平成 29年 9月
から平成 30 年 8月まで米国カリフォルニア大学バークレー校「法と社会」研究センターに滞在
していたということで、進捗状況が遅れているところであるが、今後は、「環境法の存在理由」
「環境法の基本的な考え方」「環境法の基本構造」「環境法総論の構築」「環境法の体系」という
テーマの論文を順次公表する予定である。 



 なお、「環境法の存在理由」に関する原稿はすでに脱稿済みであり、環境法の存在理由として、
１）被害・紛争の未然予防、２）被害・紛争の事後的な解決、３）社会の無秩序な発展の制御・
よりよい社会への誘導、４）「公共財」としての環境資源の適切な配分・利用・負担、５）将来
世代への配慮（将来世代の代弁者）について検討した。 
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